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県
債
残
高
の
早
期
軽
減
を

vol.4群馬県議会 フォーラム群馬

連合群馬と協力県議団が「低所得者、失業者等の就労・生活支援の充実
を求める要請書」を提出

　

若
者
・
子
ど
も
達
の
将
来
の
た

め
に
、
現
在
１
兆
円
近
く
に
も
上

る
県
債
残
高
を
早
期
に
軽
減
し
て

い
く
こ
と
が
最
優
先
の
課
題
で

す
。

　

平
成
20
年
度
予
算
で
は
県
債
残

高
自
体
は
前
年
度
比
66
億
円
増
加

す
る
も
の
の
、通
常
債（
建
設
事
業

債
等
）ベ
ー
ス（
表
の
緑
部
分
）で
は

93
億
円
減
少
す
る
見
通
し
で
す
。

　

フ
ォ
ー
ラ
ム
群
馬
は
、
実
質
的

な
県
の
責
任
分
で
あ
る
通
常
債

ベ
ー
ス
で
の
残
高
を
増
や
さ
な

か
っ
た
こ
と
に
一
定
の
評
価
を
し

つ
つ
、
今
後
も
、
最
低
限
こ
の
ラ

イ
ン
は
堅
持
す
べ
き
で
あ
る
こ
と

を
強
く
主
張
し
ま
し
た
。

　

連
合
群
馬
と
協
力
県
議
団
は
２

月
25
日
、「
低
所
得
者
、
失
業
者

等
の
就
労
・
生
活
支
援
の
充
実
を

求
め
る
要
請
書
」
を
知
事
に
提
出

し
ま
し
た
。

　

本
県
に
お
い
て
も
、
原
油
高
等

に
よ
る
物
価
の
上
昇
、
ワ
ー
キ
ン

グ
プ
ア
層
の
拡
大
な
ど
県
民
の
く

ら
し
へ
の
不
安
は
増
大
す
る
一
方

で
す
。

　

県
議
団

は
、
望
ま
ず

し
て「
弱
者
」

の
立
場
に
立

た
さ
れ
て
い

る
人
々
の
立

場
に
立
っ
た

支
援
策
の
充

実
を
強
く
要

請
し
ま
し

た
。

　

要
請
を
受

け
た
茂
原
副

知
事
は
、「
予

算
編
成
の
中

で
前
向
き
に

検
討
し
て
い

き
た
い
」
と

回
答
し
ま
し

た
。
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県債残高の推移

県債残高は66億円増加するものの、通常債（建設事業債等）ベースでは93億円減少する見通し
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2月定例議会の主な動き
　

大
澤
知
事
は
、
大
型
道
路
や
工
業
団
地
な
ど
積

極
的
に
イ
ン
フ
ラ
整
備
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
企
業

誘
致
を
進
め
る
「
積
極
投
資
路
線
」
へ
の
転
換
を

明
確
に
打
ち
出
し
ま
し
た
。

　

平
成
20
年
度
予
算
の
最
大
の
柱
と
し
て
、
①
公

共
事
業
費
の
増
額
（
約
３
％
増
）、
②
企
業
誘
致

推
進
補
助
（
２
億
円
）、
③
ぐ
ん
ま
総
合
情
報
セ

ン
タ
ー
設
置
（
約
２
億
円
）
な
ど
が
企
業
誘
致
策

に
関
連
し
て
盛
り
込
ま
れ
ま
し
た
。

　

し
か
し
、
上
毛
新
聞
が
「
地
域
間
競
争
が
激
し

さ
を
増
し
て
お
り
、
企
業
誘
致
の
実
現
は
そ
う
簡

単
で
は
な
い
」
と
指
摘
す
る
な
ど
、
厳
し
い
視
線

が
一
方
で
注
が
れ
て
い
ま
す
。

　

フ
ォ
ー
ラ
ム
群
馬
は
、
投
資
額
に
見
合
っ
た
企

業
誘
致
効
果
と
税
収
増
効
果
に
つ
い
て
、
そ
の
目

標
と
達
成
期
間
を
明
確
に
す
る
こ
と
を
求
め
ま
し

た
。

　

こ
れ
に
対
し
て
執
行
部
か
ら
示
さ
れ
た
「
平
成

24
年
度
ま
で
の
企
業
誘
致
目
標
」
が
ク
リ
ア
で
き

る
か
を
検
証
し
て
い
く
構
え
で
す
。

　
「
任
期
に
一
度
の
楽
し
み
」
等
の
批
判
報
道
等

を
受
け
、
２
年
間
予
算
化
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
県

議
の
海
外
視
察
に
つ
い
て
、真
下
誠
治
氏
（
自
民
）

が
復
活
す
べ
き
と
提
案
し
、
大
澤
知
事
も
こ
れ
を

是
認
す
る
意
向
を
示
し
ま
し
た
。

　

後
藤
か
つ
み
は
、
本
来
は
政
務
調
査
費
（
各
県

議
に
年
３
６
０
万
円
支
給
さ
れ
て
い
る
調
査
研
究

費
）
を
使
っ
て
行
く
の
が
筋
で
あ
り
、
新
た
に
数

千
万
円
の
税
金
を
使
っ
て
視
察
を
復
活
さ
せ
る
こ

と
に
は
慎
重
で
あ
る
べ
き
と
考
え
ま
す
。
今
議
会

で
も
、
角
倉
邦
良
氏
（
ス
ク
ラ
ム
群
馬
）
が
同
じ

く
視
察
復
活
に
反
対
を
主
張
し
ま
し
た
。

　

大
澤
新
知
事
の
目
玉
公
約
で
あ
っ
た
「
15
歳
ま

で
医
療
費
無
料
化
の
完
全
実
現
を
」
に
つ
い
て
、

来
年
10
月
を
目
標
に
す
る
こ
と
が
示
さ
れ
ま
し

た
。

　

平
成
20
年
度
か
ら
は
「
入
院
＝
15
歳
ま
で
」「
通

院
＝
６
歳
ま
で
」
に
拡
大
し
ま
す
が
、
完
全
実
施

の
た
め
に
は
更
に
20
億
円
程
度
の
財
源
が
必
要
と

な
る
た
め
、
所
得
制
限
や
一
部
自
己
負
担
を
求
め

る
可
能
性
も
検
討
す
る
模
様
で
す
。

　

足
利
銀
行
破
綻
以
降
、
県
内
の
中
小
・
零
細
企

業
の
資
金
調
達
を
支
え
る
た
め
、
全
国
最
高
水
準

の
融
資
枠
に
拡
大
し
て
き
た
制
度
融
資
に
つ
い

て
、
平
成
20
年
度
よ
り
融
資
枠
を
１
６
０
億
円
縮

小
す
る
方
針
を
示
し
ま
し
た
。

　

フ
ォ
ー
ラ
ム
群
馬
は
「
制
度
融
資
は
地
場
企
業

の
命
綱
で
あ
り
、
縮
小
す
べ
き
で
な
い
」
と
知
事

に
要
請
し
ま
し
た
。

３
・
８
国
際
女
性
デ
ー　

連
合
群
馬
と
共
に
男
女
平
等

社
会
実
現
を
訴
え
る

〔
ア
ナ
ロ
グ
関
連
産
業
〕

　

立
地
１
７
５
件
、
新
規
雇
用
６
、５
５
０
人

〔
健
康
科
学
産
業
〕

　

立
地
10
件
、
新
規
雇
用
１
、０
０
０
人

〔
基
盤
技
術
産
業
〕

　

立
地
２
５
０
件
、
新
規
雇
用
８
、７
６
０
人




